
都道府県による市町村の補完・支援の事例（秋田県と各市町村）

①県と秋田市の下水道統合（令和２年度統合完了）

既存の取組

連携協約による取組

②下水道管路の包括民間委託 ③下水汚泥の広域処理

〇資本金 1億円
（県出資額は18，210千円）

〇出資構成 県が51％
 パートナー事業者が49％

上記①～③のような広域化・共同化の取組は引き続き実施。
新たな取組として、令和５年３月に秋田県と県内全市町村で連携協約を締結。
県内全域における下水道事業に関する経営戦略等の計画策定や技術承継支
援のため、令和５年１１月に官民出資株式会社を設立予定。

法定点検業務等を対象として、
包括的民間委託により対応（令和４年度～）

県が市町村等から「事務の委託」を受けて（平成27年２月

～）、流域下水処理場内の施設で一体的に資源化（施設供
用開始時期：（県北）令和２年度～ （県南）令和７年度予定［下記］）

〇 秋田県では、県内の一部市町村と事務の委託などにより、下水道事業を協力して推進。
〇 これらの既存の取組に加え、令和５年３月に県及び県内全市町村（25市町村）で、生活排水処理事業
の運営に係る連携協約を締結し、県内全域の課題に対応。
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